
 
 
 
 

令 和 ８ 年 度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岡 山 県 総 社 市 
 
 

総社市 一般 
特別 会計予算書 





 

目          次 

 

令和 8年度総社市一般会計予算 ································      1 頁 

令和 8年度総社市国民健康保険特別会計予算 ····················     245 頁 

令和 8年度総社市後期高齢者医療特別会計予算 ··················     275 頁 

令和 8年度総社市介護保険特別会計予算 ························     293 頁 

令和 8年度総社市国民宿舎事業費特別会計予算 ··················     329 頁 



　 月   日 　 月   日 　 月   日 　 月   日

当 初 予 算 補正第1号 補正第2号 補正第3号

補正

現計

補正

現計

補正

現計

補正

現計

補正

現計

補正

現計

補正

現計

1,200,000

 会 計 名

一 般 会 計

議 決 年 月 日

7,230,000

50,756,000

16,376,000

令 和 ８ 年 度 会 計

国 民 宿 舎 事 業 費

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

  号　　別

1,496,000

計

合           計

34,380,000

国 民 健 康 保 険 6,450,000

特

別

会

計



　 月   日 　 月   日 　 月   日 　 月   日 　 月   日 　 月   日

補正第4号 補正第5号 補正第6号 補正第7号 補正第8号 補正第9号

別 予 算 現 計 表

　　　　(単位　千円）





総 社 市 一 般 会 計 予 算 





議案第２９号 

令和 8 年度総社市一般会計予算 

令和 8 年度総社市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 34,380,000 千円と定め

る。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第 2 表 債

務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第 3 条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第 3 表 

地方債」による。 

（一時借入金） 

第 4 条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は，4,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 5 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1） 各項に計上した給料,職員手当及び共済費（報酬に係る職員手当及び

共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

令和８年２月２４日提出 

 総社市長  片  岡  聡 一 
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事 項 期 間

車両借上料（市長車） 令和8年度から

令和13年度まで

新庁舎倉庫棟ほか建設工事 令和8年度から

令和9年度まで

新庁舎倉庫棟ほか建設工事監理委託 令和8年度から

令和9年度まで

新庁舎倉庫棟集密書架購入経費 令和8年度から

令和9年度まで

新庁舎倉庫棟収納棚購入経費 令和8年度から

令和9年度まで

新庁舎記念碑製作委託 令和8年度から

令和9年度まで

市民提案型事業補助 令和8年度から

令和9年度まで

確定申告等事務補助職員派遣委託 令和8年度から

令和9年度まで

県議会議員選挙経費 令和8年度から

令和9年度まで

介護予防拠点施設管理運営委託 令和9年度から

令和13年度まで

老人福祉施設管理運営委託 令和9年度から

令和13年度まで

 出産おめでとうギフトクーポン償還金 令和8年度から

（令和８年度実施分） 令和9年度まで

健康インセンティブ事業商品券引換金 令和8年度から

（令和８年度実施分） 令和9年度まで

健康インセンティブ事業運営委託 令和8年度から

（令和９年度実施分） 令和9年度まで

農業近代化資金利子補給

土地改良事業（ヒジヤ水路外1か所）農林漁業 令和9年度から

資金の借入れに関する元利償還 令和21年度まで 23,951

（令和８年度分）

小規模農道舗装事業（渡り下農道）農林漁業 令和9年度から

資金の借入れに関する元利償還 令和18年度まで 1,784

（令和８年度分）

岡山県信用保証協会に対する損失補償

多機能型指揮支援車両購入経費 令和8年度から

令和9年度まで

 填される額を差し引いた額の2分の1以内の損失金

 額

40,000

 岡山県信用保証協会が，総社市中小企業保証融資

 要綱に基づき中小企業者に対して保証した融資に

 係る代位弁済額のうち，日本政策金融公庫から補

15,585

 対し，総社市農林業関係資金利子補給要綱により

 行う利子補給額

20,000

 農業近代化資金助成法により農業経営近代化を促

 進するために近代化資金を貸し付けた融資機関に

36,730

350,000

14,000

4,300

4,578

4,935

49,000

53,000

7,000

5,287

495,600

9,431

第２表　　債務負担行為
（単位　千円）

限 度 額

- 6 -



事 項 期 間

義務教育学校スクールバス運行委託 令和8年度から

令和9年度まで

奨学金給付事業 令和8年度から

（令和８年度選考分） 令和12年度まで

スポーツセンター等管理運営委託 令和9年度から

令和13年度まで

清音ふるさとふれあい広場等管理運営委託 令和9年度から

令和13年度まで
120,000

15,000

10,800

680,000

（単位　千円）

限 度 額
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（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法

庁 舎 整 備 事 業 30,500 普通貸借 5.0％以内 政府資金については，その
（ただし， 融資条件により，銀行その他

又は 利率見直し の場合には，その債権者と協
老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 23,400 方式で借り 定するところによる｡

証券発行 入れる資金 なお，市財政の都合により
（登録債） について， 繰上償還を行い，若しくは償

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 13,500 利率の見直 還年限を短縮し，又は低利債
しを行った に借り換えることができる。
後において

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 10,700 は当該見直
し後の利率）

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 3,200

道 路 整 備 事 業 310,500

橋 り ょ う 整 備 事 業 4,000

河 川 事 業 59,900

公 園 施 設 整 備 事 業 13,500

消 防 施 設 整 備 事 業 44,000

防 災 施 設 整 備 事 業 19,800

防 災 対 策 事 業 3,900

学 校 情 報 機 器 等 整 備 事 業 3,300

小 学 校 施 設 整 備 事 業 15,600

小 学 校 情 報 機 器 等 整 備 事 業 3,700

中 学 校 施 設 整 備 事 業 214,000

中 学 校 情 報 機 器 等 整 備 事 業 22,900

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 5,400

体 育 施 設 整 備 事 業 754,800

償 還 の 方 法利 率

第３表　　地　方　債
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給与費明細書

給 与 費 明 細 書

１　特　別　職

区　　　　　　分 職員数

給　　　　　　　　　　　　　与　　

報 酬 給 料

期 末 手 当

地域手当

本年度

長 等 4 36,900
13,615

その他の特別職 2,184 110,456

人
年間支給率

（ 月 分 ）

（ 3.85 ）

35,806
議 員 22 113,220

（ 3.30 ）

36,900 49,421

前年度

長 等 4 36,900

計 2,210 223,676

（ 3.85 ）

13,615

議 員 22 113,220
35,806

（ 3.30 ）

その他の特別職 2,406 113,855

計 2,432 227,075 36,900 49,421

議 員

その他の特別職 △ 222 △ 3,399

２　一　般　職

比　較

長 等

(1)　総　括

計 △ 222 △ 3,399

区 分
職 員 数

給 与 費

人 報 酬 給 料 職員手当等 計

本 年 度
563

2,270,501 1,453,725 3,724,226
（  18 ）

前 年 度
564

2,218,858 1,388,748 3,607,606
（  14 ）

比 較
△ 1

51,643 64,977 116,620
（ 4 ）

注　（　）内は，再任用短時間勤務職員を別掲。
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（単位　千円）

費

備 考
寒 冷 地
手 当

そ の 他
の 手 当

計

8,088 58,603 9,460 68,063

共 済 費 合 計

27,785 176,811149,026

110,456 133 110,589

8,088 318,085 37,378 355,463

71,27911,304 61,819 9,460

149,026 30,113 179,139

113,855 295 114,150

364,56811,304 324,700 39,868

△ 3,216 △ 3,216 △ 3,216

△ 2,328 △ 2,328

△ 162 △ 3,561△ 3,399

△ 3,216 △ 6,615 △ 2,490 △ 9,105

（単位　千円）

共 済 費 合 計 備 考

741,961 4,466,187

693,032 4,300,638

48,929 165,549
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給与費明細書

職員手当

等の内訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

本年度 2,654 66,769 50,418 39,083 11,129

前年度 3,062 61,426 52,293 38,333 11,129

比 較 △ 408 5,343 △ 1,875 750

区 分 退 職 手 当
管理職員特
別勤務手当

児 童 手 当

本年度 40,000 5,010 50,000

53,000

比 較 40,000 948 △ 3,000

増減分

前年度 4,062

(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 ) 説 明

51,643 給与改定に伴う 76,970

その他の増減分 △ 47,186 新陳代謝及び人事異動等に

昇給に伴う増加分 21,859

よるもの

職員手当等 64,977 制度改正に伴う

給 料

その他の増減分 64,977

増減分
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児童手当 △ 3,000千円

時 間 外
勤 務 手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

150,851 5,000 37,780 71,679 509,619 413,733

169,455 4,800 35,860 66,149 491,166 398,013

△ 18,604 200 1,920 5,530 18,453 15,720

備 考

給与改定の状況

前年度

令和7年4月1日

％3.39

職員数の異動状況 （現に在職する職員数）

給与改定実施時期

給料の改定率

0.95 ％平均昇給率

（その他） （計） 再任用（別掲）

本 年 度 545 人 18 人 563 人 18 人

14 人

増 減 1 人 △2 人 △1 人

前 年 度 544 人 20 人 564 人

4 人

時間外勤務手当 △ 18,604千円 管理職員特別勤務手当 948千円

休日勤務手当 1,920千円

夜間勤務手当 200千円

住居手当 △ 1,875千円 勤勉手当 15,720千円

通勤手当 750千円 退職手当 40,000千円

地域手当 △ 408千円 管理職手当 5,530千円

扶養手当 5,343千円 期末手当 18,453千円
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給与費明細書

(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

区 分

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

　イ　初　任　給

区 分 行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒 208,400 円

大 学 卒 238,700 円 255,000 円

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒 196,200 円

大 学 卒 226,700 円 241,500 円

　ウ　級別職員数

区 分
行 政 職

級 職 員 数 構 成 比

令 和 8 年 1 月 1 日

現 在

1 級 73 （  ） 人 16.3 （　） ％

2 68 （ 2） 15.2 （15.4）

3 115 （ 2） 25.7 （15.4）

4 62 （ 9） 13.8 （69.2）

5 47 （　） 10.5 （　）

6 53 （　） 11.8 （　）

7 16 （　） 3.6 （　）

8 14 （　） 3.1 （　）

計 448 （13） 100.0 （100.0）

令 和 7 年 1 月 1 日

現 在

1 級 64 （  ） 人 14.7 （　） ％

2 79 （ 1） 18.2 （7.7）

3 102 （ 4） 23.4 （23.1）

4 69 （10） 15.9 （69.2）

5 44 （　） 10.1 （　）

6 50 （　） 11.5 （　）

7 16 （　） 3.7 （　）

8 11 （　） 2.5 （　）

計 435 （15） 100.0 （100.0）

注　（　）内は，再任用短時間勤務職員を別掲。
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行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職 技 能 労 務 職

340,305 円 350,192 円 278,233 円

415,352 円 379,228 円 294,159 円

41.07 歳 39.08 歳 41.09 歳

329,554 円 337,945 円 281,038 円

395,495 円 351,706 円 281,899 円

41.07 歳 39.06 歳 43.11 歳

技 能 労 務 職
国 の 制 度

行 政 職 教 育 職 技 能 労 務 職

199,900 円 200,300 円 198,200 円

232,000 円 259,800 円

187,400 円 188,000 円 185,700 円

220,000 円 246,300 円

保 育 職 ・ 教 育 職 技 能 労 務 職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

2 級 80 （ 1） 人 82.5 （100.0）％ 1 級 4 （  ） 人 33.3 （　） ％

3 17 （  ） 17.5 （  ） 2 6 （  ） 50.0 （　）

3 （ 1） （100.0）

5 2 （  ） 16.7 （　）

計 97 （ 1） 100.0 （100.0） 計 12 （ 1） 100.0 （100.0）

2 級 77 （  ） 人 81.9 （  ） ％ 1 級 5 （  ） 人 38.4 （　） ％

3 17 （  ） 18.1 （  ） 2 4 （  ） 30.8 （　）

3 （ 1） （100.0）

5 4 （  ） 30.8 （　）

計 94 （  ） 100.0 （  ） 計 13 （ 1） 100.0 （100.0）
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給与費明細書

　（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

行 政 職 主 事 主 事 主 任 係 長

保育職・教育職 教 諭 園 長

技 能 労 務 職 業 務 員 業 務 員

　エ　昇　　給

区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

行　政　職
保育職
教育職

技能労務職

本

年

度

職 員 数 (A) 563
人

２号給 76

454
人

97
人

12
人

昇給に係る職員数 (B) 537 444 81 12

昇給数別内訳

１号給 12 12

４号給 449 368 71 10

比 率 (B)/(A) 95.4
％

97.8
％

83.5
％

100.0
％

前

年

度

職 員 数 (A) 564
人

２号給

451
人

101
人

12
人

昇給に係る職員数 (B) 535 437 87 11

昇給数別内訳

１号給

４号給 476 385 82 9

比 率 (B)/(A) 94.9
％

96.9
％

86.1
％

91.7
％

　オ　期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
6　月 12　月

本 年 度
2.325

月分
2.325

月分
4.65

月分

（ 1.225 ） （ 1.225 ） （ 2.45 ）

前 年 度
2.300

月分
2.300

月分
4.60

月分

（ 1.200 ） （ 1.200 ） （ 2.40 ）

注　（　）内は，再任用短時間勤務職員の標準的な支給率。

264 10

5 25259
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5 級 6 級 7 級 8 級

課 長 補 佐 課 長 次 長 部 長

業 務 員

職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

有

有
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給与費明細書

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分 20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

支 給 率 等 24.586875
月分

33.27075
月分

47.709
月分

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 東 京 23 区 倉 敷 市

支 給 率 20
％

4
％

4
人

2
人支給対象職員数

（令和8年1月1日現在）

国の指定基準に
基 づ く 支 給 率

20
％

4
％

　ク　特殊勤務手当

区 分 全 職 種

支 給 対 象 職 員 の 比 率
21.9

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.5
％

（ 令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
支 給 額 の 多 い 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 多 い 手 当 の 名 称
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最 高 限 度 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

47.709
月分 定年前早期退職特例措置

（ 2% ～ 45% 加 算 ）

0.6

代 表 的 な 職 種

行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職 技 能 労 務 職

％％ ％

27.2

救急出場手当・夜間特殊業務手当・機械修理員手当

出動手当・夜間特殊業務手当・機械修理員手当
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給与費明細書

4km

　ケ　その他の手当

国 の 制 度
と の 異 同

差 異 の 内 容

同 じ

25km

一部異なる

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
　家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
　家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
　の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
　算した額

一部異なる

交通機関等利用者 限度額 50,000円

自転車等の交通用具の使用者

2km 以上 12,800 円未満以上

4km 〃 6km 〃 5,500 円 25km

未満

6km 〃 8km 〃 6,300

4,800 円 20km

17,200 円〃

〃 30km 〃 14,700 円

円

円 30km 〃 35km

35km

10km 〃 15km 〃 8,400

8km 〃 10km 〃 7,100

22,000

〃 40km 〃 19,600 円

円 40km 以上

〃 10,300 円

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

円

15km 〃 20km
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出

車両借上料（議長車） 521 7

車両借上料（市長車） 5,287

電算機器借上料 119,285 6～7

新庁舎倉庫棟ほか建設工事 495,600

新庁舎倉庫棟ほか建設工事監理委託 9,431

新庁舎倉庫棟集密書架購入経費 49,000

新庁舎倉庫棟収納棚購入経費 53,000

新庁舎記念碑製作委託 7,000

市民提案型事業補助 4,300

確定申告等事務補助職員派遣委託 4,578

県議会議員選挙経費 4,935

緊急通報装置事業委託 17,424 7

36,730

350,000

108,372

108,372

57,090

134,817

81,279

都市児童健全育成事業（常盤小学校区）

都市児童健全育成事業（総社東小学校区）

老人福祉施設管理運営委託

都市児童健全育成事業（総社小学校区）

都市児童健全育成事業（総社中央小学校区）

都市児童健全育成事業（総社北小学校区）

介護予防拠点施設管理運営委託

債務負担行為で令和9年度以降にわたるものについての令和7年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和8年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項

期 間
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

0 8～9 521 521

8～13 5,287 5,287

13,662 8～11 105,623 105,623

8～9 495,600 379,200 116,400

8～9 9,431 9,431

8～9 49,000 49,000

8～9 53,000 53,000

8～9 7,000 7,000

8～9 4,300 4,300

8～9 4,578 4,578

8～9 4,935 4,935

2,442 8～10 14,982 14,982

9～13 36,730 36,730

9～13 350,000 40,000 310,000

8～10 108,372 72,246 36,126

8～10 108,372 72,246 36,126

8～10 57,090 38,058 19,032

8～10 134,817 89,878 44,939

8～10 81,279 54,186 27,093

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

27,093

25,437

27,093

26,607

26,283

26,283

78,849

54,186

27,093

児童発達支援センター管理運営委託 35,597

6,054 4～7

1,000,000 5～7

14,000

20,000

15,585

9,250 7

西山水路外3か所 ( 平 成 27 年 度 分 ) 15,768 28～7

通り黒水路外2か所 ( 平 成 28 年 度 分 ) 17,626 29～7

石の端西水路外1か所 ( 平 成 29 年 度 分 ) 14,588 30～7

土地改良事業農林漁業資
金の借入れに関する元利
償還

加工用桃試験栽培業務委託

農業近代化資金利子補給
農業近代化資金助成法

林業関係資金利子補給

健康インセンティブ事業商品券引換金 (令和 8年度 実施 分 )

健康インセンティブ事業運営委託 (令和 9年度 実施 分 )

総社市住宅災害復旧等

貸し付けた資金に係る

病院施設整備補助事業（薬師寺慈恵病院）

出産おめでとうギフトクーポン償還金 (令和 8年度 実施 分 )

都市児童健全育成事業（清音小学校区）

都市児童健全育成事業（昭和五つ星学園義務教育学校区）

災害援護資金利子補給金

住宅災害復旧等資金利子補給

都市児童健全育成事業（総社西小学校区）

都市児童健全育成事業（新本小学校区）

都市児童健全育成事業（山手小学校区）

都市児童健全育成事業（池田小学校区）

都市児童健全育成事業（秦小学校区）

都市児童健全育成事業（神在小学校区）

都市児童健全育成事業（阿曽小学校区）
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

8～10 27,093 18,060 9,033

8～10 25,437 16,956 8,481

8～10 27,093 18,060 9,033

8～10 26,607 17,736 8,871

8～10 26,283 17,520 8,763

8～10 26,283 17,520 8,763

8～10 78,849 52,566 26,283

8～10 54,186 36,120 18,066

8～10 27,093 18,060 9,033

8～12 35,597 35,597

165 8～10 5,889 5,889

利子額

0 8～9 1,000,000 1,000,000

8～9 14,000 14,000

8～9 20,000 20,000

8～9 15,585 5,500 10,085

0 8～12 9,250 9,250

要綱により行う利子補給額

13,683 8～10 2,085 2,085

13,519 8～11 4,107 4,107

9,827 8～12 4,761 4,761

により農業経営近代化を促進するために近代化資金を貸し付けた融資機関に対し，総社市農

資金利子補給金交付要綱に基づき，融資機関が平成３０年７月豪雨災害の被災者に対して
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

屋根農道外1か所 ( 平 成 30 年 度 分 ) 14,588 元～7

細瀬水路外2か所 ( 令 和 元 年 度 分 ) 13,149 2～7

砂場農道外4か所 ( 令 和 2 年 度 分 ) 28,170 3～7

中条道東農道外1か所 ( 令 和 3 年 度 分 ) 19,431 4～7

小山東農道 ( 令 和 4 年 度 分 ) 20,722 5～7

小山東農道外１か所 ( 令 和 5 年 度 分 ) 22,308 6～7

小山東農道外１か所 ( 令 和 6 年 度 分 ) 22,308 7

山西農道外１か所 ( 令 和 7 年 度 分 ) 23,983

ヒジヤ水路外1か所 ( 令 和 8 年 度 分 ) 23,951

上トビオ池 ( 平 成 22 年 度 分 ) 13,383 23～7

望小池外1か所 ( 平 成 23 年 度 分 ) 18,674 24～7

中山中池 ( 平 成 24 年 度 分 ) 15,999 25～7

衛士池 ( 平 成 25 年 度 分 ) 12,019 26～7

中池 ( 平 成 26 年 度 分 ) 17,343 27～7

八代大池外1か所 ( 平 成 27 年 度 分 ) 11,518 28～7

新池 ( 平 成 28 年 度 分 ) 16,657 29～7

新池 ( 平 成 29 年 度 分 ) 19,596 30～7

新池外1か所 ( 平 成 30 年 度 分 ) 19,398 元～7

宮ノ前農道 ( 平 成 29 年 度 分 ) 4,666 30～7

宮ノ前農道外1か所 ( 平 成 30 年 度 分 ) 2,127 元～7

古屋敷農道 ( 令 和 元 年 度 分 ) 3,181 2～7

京免農道 ( 令 和 2 年 度 分 ) 2,023 3～7

竹ノ鼻農道外1か所 ( 令 和 3 年 度 分 ) 8,788 4～7

竹ノ鼻農道外1か所 ( 令 和 4 年 度 分 ) 4,299 5～7

小規模ため池補強事業農
林漁業資金の借入れに関
する元利償還

小規模農道整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

8,447 8～10 6,141 6,141

4,983 8～14 8,166 8,166

3,732 8～15 24,438 24,438

1,404 8～16 18,027 18,027

117 8～14 20,605 20,605

236 8～18 22,072 22,072

42 8～19 22,266 22,266

8～20 23,983 23,983

9～21 23,951 23,951

10,790 8～10 2,593 1,746 847

13,830 8～11 4,844 3,262 1,582

10,793 8～12 5,206 2,739 2,467

7,307 8～13 4,712 2,479 2,233

9,377 8～14 7,966 4,192 3,774

5,389 8～15 6,129 3,225 2,904

6,732 8～16 9,925 5,223 4,702

6,623 8～17 12,973 6,827 6,146

5,240 8～18 14,158 7,451 6,707

3,504 8～9 1,162 1,162

1,331 8～10 796 796

1,593 8～11 1,588 1,588

667 8～12 1,356 1,356

2,214 8～13 6,574 6,574

334 8～14 3,965 3,965
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

砂場農道外1か所 ( 令 和 5 年 度 分 ) 4,931 6～7

黒鼻農道外1か所 ( 令 和 6 年 度 分 ) 3,075 7

荒神元農道外1か所 ( 平 成 29 年 度 分 ) 2,283 30～7

大正農道 ( 平 成 30 年 度 分 ) 1,896 元～7

大正農道 ( 令 和 元 年 度 分 ) 2,033 2～7

渡り下農道 ( 令 和 8 年 度 分 ) 1,784

三須地区 ( 平 成 19 年 度 分 ) 4,970 20～7

山田地区 ( 平 成 19 年 度 分 ) 3,197 20～7

原地区 ( 平 成 19 年 度 分 ) 10,716 20～7

三須地区 ( 平 成 20 年 度 分 ) 2,222 21～7

山田地区 ( 平 成 20 年 度 分 ) 1,670 21～7

原地区 ( 平 成 20 年 度 分 ) 8,557 21～7

山田地区 ( 平 成 21 年 度 分 ) 1,676 22～7

原地区 ( 平 成 21 年 度 分 ) 1,781 22～7

山田地区 ( 平 成 22 年 度 分 ) 1,738 23～7

原地区 ( 平 成 22 年 度 分 ) 2,028 23～7

原地区 ( 平 成 23 年 度 分 ) 1,247 24～7

大谷池 ( 平 成 21 年 度 分 ) 711 22～7

大谷池 ( 平 成 23 年 度 分 ) 3,757 24～7

大谷池 ( 平 成 24 年 度 分 ) 2,502 25～7

団体営ほ場整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

宿地区 ( 平 成 19 年 度 分 ) 4,715  20～7

久代地区 ( 平 成 29 年 度 分 ) 8,380 30～7

久代地区 ( 平 成 29 年 度 分 ) 3,125 元～7

久代地区外1か所 ( 平 成 30 年 度 分 ) 16,838 元～7

県営ほ場整備事業農林漁
業資金の借入れに関する
元利償還

県営ため池整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

団体営果樹団地整備事業
農林漁業資金の借入れに
関する元利償還

小規模農道舗装事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

57 8～15 4,874 4,874

11 8～16 3,064 3,064

1,714 8～9 569 569

1,187 8～10 709 709

1,017 8～11 1,016 1,016

9～18 1,784 1,784

4,321 8～9 649 649

2,780 8～9 417 417

9,317 8～9 1,399 1,399

1,786 8～10 436 436

1,343 8～10 327 327

6,882 8～10 1,675 1,675

1,239 8～11 437 437

1,316 8～11 465 465

1,169 8～12 569 569

1,365 8～12 663 663

756 8～13 491 491

534 8～11 177 177

2,335 8～13 1,422 1,422

1,390 8～14 1,112 1,112

4,122 8～9 593 593

1,758 8～19 6,622 6,622

440 8～20 2,685 2,685

2,367 8～20 14,471 14,471
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

久代地区外1か所 ( 令 和 元 年 度 分 ) 8,962 2～7

黒尾地区 ( 令 和 2 年 度 分 ) 3,165 3～7

黒尾地区 ( 令 和 3 年 度 分 ) 2,355 4～7

上原地区 ( 平 成 21 年 度 分 ) 8,607 22～7

上原地区 ( 平 成 22 年 度 分 ) 6,759 23～7

下原下流地区 ( 平 成 25 年 度 分 ) 9,356 26～7

下原下流地区 ( 平 成 25 年 度 分 ) 1,956 26～7

下原下流地区 ( 平 成 26 年 度 分 ) 11,107 27～7

下原下流地区 ( 平 成 27 年 度 分 ) 5,910 28～7

小規模林道整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

水内細瀬線 ( 平 成 29 年 度 分 ) 3,005 30～7

大規模工場等立地促進補助 20,960 6～7

砂川公園管理運営委託 40,715

多機能型指揮支援車両購入経費 40,000

義務教育学校スクールバス運行委託 15,000

奨学金給付事業 10,800 7

奨学金給付事業 10,800

外国語指導助手派遣業務委託 157,500 7

校務用電算機器借上料（小学校） 84,367 6～7

校務用電算機器借上料（中学校） 24,105 6～7

34,535

（ 令 和 6 年 度 分 ）

（令和7年度選考分）

（令和8年度選考分）

水辺の楽校管理運営委託

岡山県信用保証協会に対する損失補償
岡山県信用保証協会が

日本政策金融公庫から

団体営かんがい排水事業
農林漁業資金の借入れに
関する元利償還
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

572 8～21 8,390 8,390

31 8～22 3,134 3,134

19 8～23 2,336 2,336

7,497 8～9 1,110 1,110

5,447 8～10 1,312 1,312

5,684 8～13 3,672 3,672

1,061 8～14 895 895

6,001 8～14 5,106 5,106

2,764 8～15 3,146 3,146

2,132 8～9 873 873

5,240 8～10 15,720 15,720

8～12 40,715 40,715

8～9 40,000 40,000

8～9 15,000 15,000

0 8～11 10,800 10,800

8～12 10,800 10,800

42,000 8～10 115,500 115,500

9,843 8～12 74,524 74,524

2,813 8～12 21,292 21,292

8～12 34,535 34,535

総社市中小企業保証融資要綱に基づき中小企業者に対して保証した融資に係る代位弁済額のうち，

補填される額を差し引いた額の2分の1以内の損失金額
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　　債務負担行為

令 和 7

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

35,760

680,000

120,000

きよね夢てらす管理運営委託

スポーツセンター等管理運営委託

清音ふるさとふれあい広場等管理運営委託
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

8～12 35,760 35,760

9～13 680,000 680,000

9～13 120,000 120,000
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地    方    債

令 和 6 年 度 令 和 7 年 度 令 和 8 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

7,312

138,367

2,848,546133,920

109,658

1,159,915

1,019,700

71,030

845

41,459

148,726

  ２  災  害  復  旧  債

67,700

(1) 農 林 業 債

609,659

58,534

500,001

(5) 農 林 業 債

(6)

(8)

土 木 債

消 防 債

教 育 債

440,773

3,938,163292,572

31,100

47,600

1,536,500 547,186

（単位　千円）

8,596,183

719,315

1,163,245

1,962,7661,393,586

387,900

7,606,869

17,760

区 分

6,089,104

40,214

478,445 482,232

101,971

(3) 衛 生 債

(1)

(7)

17,808

  １  普       通       債

(2)

3,685,698

469,081

173,983

65,845

7,360

3,842,835

地 方 債 の 令 和 6 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 7 年 度 末

及 び 令 和 8 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

起 債 見 込 額
元 金 償 還
見 込 額

令和8年度中増 減見 込み

(4) 教 育 債 60,500

(2) 土 木 債

(3) 消 防 債 19,250 17,325 1,925

54,450 6,050

246,612

15,400

48,400

156,175

51,222

(5) そ の 他 399,737 323,175 76,563

総 務 債 22,080 14,720 10,400

8,000 3,200

民 生 債

11,200

(4) 労 働 債 31,100
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令 和 6 年 度 令 和 7 年 度 令 和 8 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

水 道 企 業 団
出 資 債

地 域 総 合 整 備
貸 付 資 金 債

臨時財政対策債

  ３  そ   の   他   債

(1)

(2)

(6)

庁舎建設事業債

辺地対策事業債

(3)

(4)

(7)

12,792,710 840,069

7,567,102

81,385 73,986 7,398 66,588

9,618,287 8,567,012 999,910

25,999,443 24,222,602 20,100 1,966,143 22,276,559

11,425 1,937 1,937

4,780

675

738,133 699,919 115,866 584,053

2,600 1,638 963

2,085,400 20,1002,085,875

減 税 補 塡 債(5)

（単位　千円）

起 債 見 込 額
元 金 償 還
見 込 額

令和8年度中増 減見 込み

2,105,500

区 分

減 収 補 塡 債

2,622,987 31,372,743

合 併 特 例 債(8)

計 32,807,862 32,439,130 1,556,600

11,952,64113,456,958
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総 社 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第３０号 

令和 8 年度総社市国民健康保険特別会計予算 

令和 8 年度総社市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 6,450,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規定に

よる一時借入金の借入れの最高額は，100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 3 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和８年２月２４日提出 

総社市長  片  岡  聡 一 
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給 料 給与改定に伴う

増減分

給 料 職員手当等 計

47,167

△ 1,411

国民健康保険特別会計

18

１　特　別　職

給 与 費 明 細 書

213

期 末 手 当

年間支給率

（ 月 分 ）

本年度

区 分

比較

18

その他の特別職

その他の特別職

その他の特別職前年度

報 酬 給 料

213

地域手当

職員数

人

給 与　　

２　一　般　職

(1) 総　括

28,700 18,467

給 与 費

報 酬
区 分

本 年 度

前 年 度

職 員 数

人

比 較

9

9

△ 2,451

29,740 19,878 49,618

△ 1,040

その他の増減分 △ 2,273

260

人事異動等によるもの

608

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

5,000

5,000

説 明

△ 383

973

120

特 殊 勤 務
手 当

1,242

扶 養 手 当

△ 6

120

時 間 外
勤 務 手 当

住 居 手 当

156

通 勤 手 当

1,236 225

昇給に伴う増加分

498

区 分

本年度

△ 1,040

前年度

比 較 △ 342

職員手当

等の内訳
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費

寒 冷 地
手 当

計

213

213

そ の 他
の 手 当

共 済 費 合 計

213

（単位　千円）

213

備 考

△ 250

合 計

56,947

59,648

△ 2,701

共 済 費

9,780

10,030

（単位　千円）

備 考

（単位　千円）

9 人

9 人

本 年 度

（現に在職する職員数）

9 人

（計）

給料の改定率前年度

平均昇給率

（その他）職員数の異動状況

9 人

％

0.93

3.39

％

令和7年4月1日

給与改定の状況

備 考

4206,450 5,360

6,160 5,210 180

勤 勉 手 当期 末 手 当 児 童 手 当管理職手当

給与改定実施時期

休 日 勤 務
手 当

180

前 年 度

増 減

△ 290 △ 150 △ 240

180
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職員手当等 制度改正に伴う

ア 職員１人当たり給与

国 の 制 度

208,400 円

188,000

238,700 232,000

31.11 歳

行 政 職
行 政 職

行 政 職

イ 初　任　給

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

337,025 円

28.04 歳

343,301 円

平 均 年 齢

261,044 円

その他の増減分

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

区 分 増減額(千円)

△ 1,411

△ 1,411

説 明

国民健康保険特別会計

200,300

円196,200 円

220,000

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

大 学 卒

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

区 分

増減事由別内訳 ( 千 円 )

増減分

(3) 給料及び職員手当の状況

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

円

高 校 卒

高 校 卒

大 学 卒 226,700

271,400 円
令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

区 分
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人 33.3 ％
令 和 7 年 1 月 1 日

現 在 3

1

3

3

3

区 分

級

　（級別の標準的な職務内容）

33.32

33.4

9 100.0

22.2

100.0

級 職 員 数

令 和 8 年 1 月 1 日

現 在

％人

△ 150千円

児童手当

△ 6千円

△ 240千円△ 383千円

構 成 比

行 政 職

1 77.87級

勤勉手当

△ 290千円△ 342千円 期末手当扶養手当

備 考

　ウ　級別職員数

住居手当

通勤手当

1 級

主 事

区 分

2

主 任

9

主 事

計

3

2

2 級 3 級

計

行 政 職
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４

比 率

昇給数別内訳

職 員 数 (A)

昇給数別内訳 ４号級

比 率

月分

国民健康保険特別会計

本

年

度

前

年

度

4.65

人

％

行 政 職

エ 昇　　給

人
9

2.300 2.300 有

有

支給率計

月分

4.60
月分 月分

9

100.0

オ 期末手当・勤勉手当

職 員 数

昇給に係る職員数

9

(B)/(A)

昇給に係る職員数

％

6　月

0.40.4 ％

行 政 職

代 表 的 な 職 種

12　月

2.325

区 分

100.0
％

9

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

全 職 種

2.325

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の
多い手当の名称

支給対象職員の
多い手当の名称

（ 令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率

カ 特殊勤務手当

区 分

本 年 度

前 年 度

月分 月分

人

区 分

9

100.0

代表的な職種
全 職 種

％

9

４号級

(B)/(A)

人

9

(A)

(B)

％

(B) 9

100.0

9

9

備 考

9

9

支 給 期 別 支 給 率

- 272 -



いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

一部異なる

区 分 差 異 の 内 容

6km

〃

〃

交通機関等利用者 限度額

4,800

〃8km

〃

〃20km

10km

10km

15km 〃

〃

円

7,100 円

10,300

40km 19,600

円

22,00040km 以上

35km 〃

〃

8,400

〃

30km

6km

8km

円

〃 〃

〃

15km

円

35km 17,200

4km

円

自転車等の交通用具の使用者

キ その他の手当

国 の 制 度
と の 異 同

6,300

50,000円

5,500

未満

〃

20km

扶養手当 同 じ

住居手当

円
通勤手当 一部異なる

円

円

〃 〃 14,700 円30km25km

以上 25km 未満 12,8002km 以上 4km

円
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総 社 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算





議案第３１号 

令和 8 年度総社市後期高齢者医療特別会計予算 

令和 8 年度総社市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 1,496,000 千円と定める。 

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

令和８年２月２４日提出 

総社市長  片  岡  聡 一 

- 275 -



- 276 -



- 277 -





- 279 -



- 280 -



- 281 -



- 282 -



- 283 -



- 284 -



- 285 -



- 286 -



- 287 -



職 員 数

給 料

20,126

後期高齢者医療特別会計

給 与 費

報 酬

3

3

区 分

前 年 度

給 与 費 明 細 書

１　一　般　職

(1) 総　括

8,616本 年 度

255

8,811

人 職員手当等

11,510

19,87111,060

その他の増減分

636

計

△ 195比 較

人事異動等によるもの

昇給に伴う増加分

職員手当等

その他の増減分 △ 13

73

145 212

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

58 30

区 分

区 分

480

△ 195

△ 480

本年度

前年度

(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

19

職員手当

等の内訳

390450

30

648156

△ 154

説 明増減事由別内訳 ( 千 円 )

増減分

△ 195

制度改正に伴う

450

住 居 手 当

164

比 較

168

増減額(千円)

地 域 手 当 扶 養 手 当

給 料 給与改定に伴う

増減分
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勤勉手当 130千円

児童手当

期末手当 50千円

△ 240千円

3 人

地域手当

合 計

24,026

共 済 費

3 人

3,900

3,480 23,351

児 童 手 当

120

360

675

期 末 手 当

2,08050

休 日 勤 務
手 当

勤 勉 手 当

50 130

2,630

50 2,210

19千円

通勤手当

△ 480千円

住居手当

420

扶養手当

前年度

増 減

平均昇給率 0.65

△ 154千円

（単位　千円）

備 考

（単位　千円）

給与改定実施時期

給料の改定率

職員数の異動状況

前 年 度

令和7年4月1日

3 人 3 人

（その他）

本 年 度

％

（計）

2,680

3.39

備 考

給与改定の状況

％

△ 240

480千円

（現に在職する職員数）

時 間 外
勤 務 手 当

2,500

2,500
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行 政 職

区 分

令 和 8 年 1 月 1 日

現 在

令 和 7 年 1 月 1 日

現 在

3 級 4 級

主 任 係 長主 事

1

66.7

33.33

1

100.0

円

188,000

行 政 職

平 均 年 齢

208,400

1

国 の 制 度

％

ア 職員１人当たり給与

(3) 給料及び職員手当の状況

33.4

200,300

行 政 職

303,033 円

40.00 歳

行 政 職

359,687 円

区 分

363,066 円

後期高齢者医療特別会計

級

人

33.3

100.0

1

人

1

高 校 卒

級

イ 初　任　給

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

196,200

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額
令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

％

220,000

高 校 卒

平 均 給 料 月 額

円

区 分

315,566 円

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

大 学 卒

ウ 級別職員数

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

行 政 職
区 分

計

33.3

3

4

2

232,000

構 成 比

円

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

大 学 卒

38.07 歳

238,700

226,700

4

1

級

計 3

　（級別の標準的な職務内容）

1 級

3

職 員 数

円
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％

2.300

職 員 数

(B)

3

3

3

月分

3

100.0

人

3

行 政 職

人

代表的な職種

％
100.0

100.0

人

４号級

職 員 数 (A)

全 職 種

3

　エ　昇　　給

3

3

４号級

本

年

度

昇給に係る職員数

区 分

比 率

昇給数別内訳

備 考

％

有

有

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支給率計

4.65
月分

4.60

2.325

2.300

12　月

％

3

100.0

3

昇給数別内訳 3

3

(B)/(A)

昇給に係る職員数

(B)

(A)

支 給 期 別 支 給 率

月分

区 分

(B)/(A)

人

本 年 度

前 年 度

比 率

2.325

前

年

度

6　月

　オ　期末手当・勤勉手当

支給対象職員数

国の指定基準に
基 づ く 支 給 率

1
人

（令和8年1月1日現在）

　カ　地域手当

支 給 対 象 地 域 岡 山 市

支 給 率 4
％

4
％

月分 月分 月分
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円

〃

〃

〃

〃

12,800 円

〃 5,500 円 14,700

4,800 円 20km 以上 25km 未満
通勤手当 一部異なる

限度額 50,000円

2km 以上 4km 未満

円

4km

扶養手当 同 じ

差 異 の 内 容

支 給 対 象 職 員 の 比 率

円

0.3

円

円

〃

6,300 円 30km 17,200

8km 〃 10km 〃 40km

35km〃

7,100 35km

6km 25km 〃

〃

30km 〃

22,000

円

円 40km 以上

15km 〃 20km

10km 〃 15km 8,400

10,300

〃

6km 〃 8km

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

一部異なる

（ 令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 ）

19,600

代 表 的 な 職 種

行 政 職
区 分

後期高齢者医療特別会計

キ 特殊勤務手当

全 職 種

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

交通機関等利用者

ク その他の手当

区分
国 の 制 度
と の 異 同

住居手当

自転車等の交通用具の使用者

％

支 給 額 の
多い手当の名称
支給対象職員の
多い手当の名称

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.3 ％
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議案第３２号 

令和 8 年度総社市介護保険特別会計予算 

令和 8 年度総社市の介護保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 7,230,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規定に

よる一時借入金の借入れの最高額は，100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 3 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は,次のとおりと定める。 

（1） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和８年２月２４日提出 

総社市長  片  岡  聡 一 
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業 費
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給 料 給与改定に伴う

増減分

住 居 手 当 通 勤 手 当

前年度

扶 養 手 当

その他の増減分

比 較

説 明区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

867 288

(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

1,660

278 45

職員手当

等の内訳

区 分

本年度

45

△ 10

867

昇給に伴う増加分

86

6,000

6,000

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

1,404

170

人事異動等によるもの

41,430 25,805

給 与 費

報 酬

給 与　　

区 分

本年度 その他の特別職

地域手当

前年度

その他の特別職

１　特　別　職

報 酬 給 料

期 末 手 当

年間支給率

（ 月 分 ）

職員数

人

介護保険特別会計

40

給 与 費 明 細 書

12,163その他の特別職 40

比較

(1) 総　括

２　一　般　職

前 年 度

10

10

本 年 度

区 分
職 員 数

人

12,517

354

計

67,235

2,590

39,770

職員手当等

比 較

24,875

1,660

64,645

930

給 料
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（単位　千円）

増 減

10 人

520

備 考

前年度

420

7,46085

1,310 9,340 7,880

休 日 勤 務
手 当

管理職手当 期 末 手 当

1,310 8,820

85

給与改定実施時期

3.39 ％給料の改定率

平均昇給率

本 年 度

（現に在職する職員数） （計）

令和7年4月1日

給与改定の状況

前 年 度

10 人

（単位　千円）

備 考

12,430

0.42

890

10 人

354

備 考

（単位　千円）

12,163

合 計

12,517

そ の 他
の 手 当

共 済 費

費

寒 冷 地
手 当

354

計

12,517

12,163

合 計

80,555

77,075

3,480

共 済 費

13,320

勤 勉 手 当

％

（その他）

10 人

職員数の異動状況
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円令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

職員手当等 制度改正に伴う

区 分

平 均 給 料 月 額

区 分

イ 初　任　給

行 政 職
国 の 制 度

220,000

円

大 学 卒

226,700

行 政 職

200,300208,400

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

平 均 年 齢

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

238,700

196,200高 校 卒

高 校 卒

(3) 給料及び職員手当の状況

大 学 卒

930

増減分

ア 職員１人当たり給与

232,000

188,000

平 均 給 与 月 額

その他の増減分 930

行 政 職

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

44.04 歳

381,196 円

375,920 円

328,460 円

44.07 歳

平 均 給 料 月 額

341,570 円

説 明

介護保険特別会計

円

円
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6

16

1

令 和 8 年 1 月 1 日

現 在

令 和 7 年 1 月 1 日

現 在 2

33

5

2

10 100.0

10.0

20.0

10.0

10

2

級

1

30.0

20.0

人 ％

10.0

3

4

4

100.0

1

計

3

1

人級

構 成 比

10.0

20.0

10.0

30.0

行 政 職

1

2

30.0 ％

区 分

ウ 級別職員数

通勤手当

420千円勤勉手当

期末手当

△ 10千円

備 考

520千円

級 職 員 数

3

2

1

5

計

主 事 主 事 主 任 係 長

1 級 2 級 3 級

　（級別の標準的な職務内容）

区　　分 4 級

行 政 職

5 級

課長補佐

6 級

課 長
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100.0
％

月分 月分 月分

10

6　月

比 率 (B)/(A) 100.0
％

本

年

度

昇給数別内訳

比 率 (B)/(A)

2

職 員 数

前

年

度

昇給に係る職員数 (B)

100.0

エ 昇　　給

人

行 政 職

8

100.0
％

２号級

４号級

代表的な職種

10

全 職 種

昇給に係る職員数

月分

人

8

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の
多い手当の名称

支給対象職員の
多い手当の名称

カ 特殊勤務手当

行 政 職

代 表 的 な 職 種

0.1 0.1

備 考

２号級

(A)

オ 期末手当・勤勉手当

区 分

10

10

10
人

10

12　月

支 給 期 別 支 給 率

区 分

昇給数別内訳
４号級 10

％

月分

前 年 度 有

全 職 種

4.60

有

2.300 2.300

区 分

％

2.325 2.325

支 給 対 象 職 員 の 比 率

4.65

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

本 年 度

（ 令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 ）

月分

10(B)

10

介護保険特別会計

人

2

職 員 数 (A) 10

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支給率計

％

- 326 -



円

差 異 の 内 容

4,800 20km

交通機関等利用者

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

キ その他の手当

区 分
国 の 制 度
と の 異 同

扶養手当 同 じ

自転車等の交通用具の使用者

円未満

円

住居手当 一部異なる

通勤手当 一部異なる

限度額 50,000円

2km 以上 4km

〃 30km 14,700

12,800以上 25km 未満

円

6km 〃 8km 〃 6,300

4km 〃

8km 〃 10km 7,100 円

25km〃 6km 〃 5,500

〃 円

〃 35km 〃 17,200 円円 30km

35km 〃 40km 〃 19,600

以上 22,000 円10km 〃 15km 〃 8,400 円

15km 〃 20km 〃 10,300 円

40km
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議案第３３号 

令和 8 年度総社市国民宿舎事業費特別会計予算 

令和 8 年度総社市の国民宿舎事業費特別会計の予算は，次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 1,200,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第 2 表 債

務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第 3 条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第 3 表 

地方債」による。 

令和８年２月２４日提出 

総社市長  片  岡  聡 一 

- 329 -



- 330 -



- 331 -



国民宿舎事業費特別会計

第２表　債務負担行為

第３表　地 方 債
（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法

国 民 宿 舎 事 業 559,600 普通貸借 5.0 ％ 以 内 政府資金については，その
（ た だ し ， 融資条件により，銀行その他

又は 利 率 見 直 し の場合には，その債権者と協
方 式 で 借 り 定するところによる｡

証券発行 入 れ る 資 金 なお，市財政の都合により
（登録債） に つ い て ， 繰上償還を行い，若しくは償

利 率 の 見 直 還年限を短縮し，又は低利債
し を 行 っ た に借り換えることができる。
後 に お い て
は 当 該 見 直
し後の利率）

期 間

令和8年度から

令和9年度まで

利 率 償 還 の 方 法

（単位　千円）

限　度　額

7,700

事 項

国民宿舎防火設備修繕
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    国民宿舎事業費特別会計

令 和 7

 限　度　額 の 支 出

国民宿舎管理運営委託 3,000,000 6～7

国民宿舎防火設備修繕 7,700

債務負担行為で令和9年度以降にわたるものについての令和7年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和8年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項

期 間
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,159,272 8～10 1,840,728 1,840,728

8～9 7,700 7,700

令 和 8 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源
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国民宿舎事業費特別会計

令 和 6 年 度 令 和 7 年 度 令 和 8 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

559,600国 民 宿 舎 事 業 債

地 方 債 の 令 和 6 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 7 年 度 末

及 び 令 和 8 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

起債見込額
元 金 償 還
見 込 額

令和8年度中増減見込み

440,800

区 分

104,900

（単位　千円）

1,000,400
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